質疑回答内容公表

業務名　後期高齢者医療健康診査受診勧奨業務委託
回答課　国保年金課
更新日　令和７年５月１９日
	№
	質疑受付日
	質疑内容
	公表日
	回答内容

	１
	令和７年５月１３日
	○(1)データ分析業務ウ健診対象者の行動特性の特定業務について

仕様書に「対象者の特徴別に3つ以上のグループに分類する」と記載されていますが、分類の根拠は分類内容を事前にお示しする事業者が参加資格を有するとの理解で相違ないでしょうか。
○(2)通知による受診勧奨業務(イ)通知物については、(注:ソーシャルマーケティング手法とは、想定されるタイプへのインタビュー調査を基に行動科学モデルにもとづき勧奨対象者の特性に合わせた個別具体的なメッセージを作成する手法をいう。)と記載があるが、

想定されるタイプへのインタビュー調査結果を有し、書類提出が可能な事業者のみが、参加資格を有するとの理解で相違ないでしょうか。
○(3)勧奨結果の分析・報告業務ついて

仕様書に「報告書に記載する結果は、勧奨における介入研究の研究者（公衆衛生修士・博士等）による示唆を踏まえる」と記載がありますが、以下2点についてご確認させてください。

・勧奨に関する介入研究の論文を公表している研究者が自社に在籍していない場合、当該事業者は参加資格を有しないとの理解で相違ないでしょうか。

・契約締結時において、当該研究者の学位を証明する書類の提出（例：博士号の学位記の写し等）が事前に書類提出が必要という理解でよいでしょうか。

○(7)その他特記事項について

「データ提供についてはLGWANを通じて提供する」とありますが、これはLGWAN以外での提供は不可との理解で相違ないでしょうか。
○個人情報の廃棄時期について

契約書に「契約期間終了後3か月以内に個人情報を廃棄する」との記載がありますが、本業務では、受注者・発注者双方で全データの反映および分析が完了した後に最終報告を行いたく存じます。

つきましては、全データが揃い次第、双方合意のもとで柔軟に廃棄時期を設定することは可能でしょうか。

○個人情報保護体制の評価と提出書類について

昨今、個人情報保護委員会からの是正指導・注意喚起の事例が複数確認されており、類似業務においても法令遵守体制の確認が求められていると認識しております。

本件に関し、以下2点についてご確認をお願いいたします。

・本入札において、過去1年以内等直近に個人情報保護委員会等から注意・指導を受けた実績のある事業者は、参加資格を有しないとの理解で相違ないでしょうか。

・本業務の契約締結にあたり、外部認証の取得状況、個人情報保護規程、社内教育体制などの個人情報保護に係る体制証明書類の提出が事前に求められる可能性はございますでしょうか。
○本業務において、A4単版以外の資材を使用する場合は、落札後の提案・協議となるものと認識しております。
 一方で、今回の入札はA4単版を前提とした仕様・価格での入札であるという理解で相違ないでしょうか。
	令和７年５月１９日
	○入札実施前にご提示いただく必要はありません。
○書類提出は求めておりません。
○研究者による示唆を求めるもので、研究者が受注者に在籍していることを求めるものではありません。当該研究者の学位を証明する書類の提出も求めておりません。
○お見込みのとおりです。
○原則は仕様書のとおりとしますが、受注者に責の無い理由で報告書の作成に支障がある場合は、双方合意のもとで、廃棄時期を設定することとします。
○・入札書提出開始日から開札の日までの期間に、安城市工事請負業者等に係る入札参加資格停止要綱に基づく入札参加資格停止を受けていなければ参加資格を有します。
・受注者は、次の事項について業務開始までにその実施状況を書面により発注者に報告する必要があります。
（１）業務上知り得た情報の守秘義務及び目的外使用の禁止
（２）提供された情報の返還義務
（３）セキュリティ対策に関する社内体制
（４）セキュリティ対策に関する社内規程
○お見込みのとおりです。


